
S 5

退 職 所 得 確 認 欄
以下のA～Cの該当区分に○印を記入していただき、「退職所得の受給に関する申告書」兼「退職所得申告書」に必要事項を記入して提出して下さい。　
この申告書の提出(記入)がない場合は、退職金の20.42%（復興特別所得税を含む）に相当する額を源泉徴収いたします。
ただし、被共済者が死亡し遺族の方が請求される場合は、提出する必要はありません。　

事 由
退職手当等の受給について以下のB・C欄に該当しない。
退職金請求事由が発生した年に他にも退職手当等の支払を受けたことがある。
退職金請求事由が発生した年の前年以前4年内に退職手当等の支払を受けたことがある。
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電話番号または日中連絡がつく電話番号

２.振込口座を指定してください。

振 込 方 法 添付書類

コピーは原寸大に切り取らず
A4サイズの中央にコピーして
ください。

次のいずれかの書類を
用意してください。
※金融機関名・支店名、口座名義、
口座番号がわかるもの

□通帳の見開きコピー
□キャッシュカードのコピー
□紹介画面の印刷

契約者番号は、清退共の共済契約者

以外は空欄で結構です。

以下、ご記入をお願いします。

令和

３.退職事由の証明欄

（場合によっては代表者の方に確認することがあります）

（証明欄は事業所の方が全て記入してください）

区　分

5

「退職金請求書」の他に、必要な書類（「退職金請求書類早見表」を参照）があります。
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退職金請求書

共済手帳

税務署所定の退職所得申告書

通帳・キャッシュカード等の写し 通帳・キャッシュカード
等の写し

住民票原本

個人番号カード
（表裏の写し）

個人番号通知カード
の写し

（通知カードに記載された氏名・
住所等が住民票と一致している
ときは、通知カードを使用でき

ます。）

退職金請求書

共済手帳

請求人の住民票原本

住民票原本
（個人番号付）

退職者と請求人の
個人番号確認書類の写し
（個人番号カードの表裏の写
し、個人番号付住民票の原
本、通知カードの写しのうち

いずれか１つ）

身元確認書類の写し
（身元確認書類を一点
添付してください。）
下記※部分を参照

身元確認書類の写し
（身元確認書類を一点
添付してください。）
下記※部分を参照

戸籍謄本など
（退職者と請求人との
続柄により提出書類は
異なります。詳しくは

各都道府県支部又本部へ）

退職金請求必要書類早見表

被共済者本人による請求 遺族請求

①
退職金請求書

共済手帳

退職所得申告書

住民票原本

個人番号カードの写し
（裏表の写し）

通帳・キャッシュカード等の写し

②
退職金請求書

共済手帳

退職所得申告書

住民票原本

個人番号通知カードの写し

身元確認書類の写し
※下記参照

通帳・キャッシュカード等の写し

③
退職金請求書

共済手帳

退職所得申告書

住民票原本（個人番号付）

身元確認書類の写し
※下記参照

通帳・キャッシュカード等の写し

□

□

□

□

□

□

□

④
退職金請求書

共済手帳

請求人の住民票原本

被共済者の住民票除票
原本

請求人と退職者
個人番号確認書類の写し

戸籍謄本など

通帳・キャッシュカード等の写し

※身元確認書類の写しとして使用できるもの（いずれか一点の添付が必要となります。）

◎各書類の写しは、紛失等のリスクがあるため A４サイズの紙でコピーしてご提出をお願い致します。

健康保険の被保険者証をコピーする際には、記号・番号は読み取れないようマスキングしてください。

□ 運転免許証

□ 健康保険の被保険者証

□ 特別永住者証明

□ パスポート

□ 年金手帳

□ 資格の証明書

□ 在留カード

被共済者本人による請求であれば①、②、③のうちいずれかの書類が必要です。
遺族による請求であれば④の書類が必要です。



年 月 日 年分　退職所得の受給に関する申告書　兼　退職所得申告書

豊島税務署長殿　/　豊島区長殿
〒 170 - 〒 -

　　このA欄には、全ての人が、記載してください。（あなたが、前に退職手当等の支払を受けたことがない場合には下のB以下の各欄には記載する必要がありません。）

① 退職手当等の支払を ③ この申告書の提出先から受 自 年 月 日 年

受けることとなった年月日 ける退職手当等についての勤続期間 至 年 月 日

＜一般・障害の区分＞ うち　特定役員等 有 自 年 月 日 年

一般 勤続期間 無 至 年 月 日

障害 うち　一般勤続期間 有 自 年 月 日 年

との重複勤続期間 無 至 年 月 日

＜生活扶助の有無＞ うち　短期勤続期間 有 自 年 月 日 年

有 との重複勤続期間 無 至 年 月 日

無 うち　短期勤続期間 有 自 年 月 日 年

無 至 年 月 日

　あなたが本年中に他にも退職手当等の支払を受けたことがある場合には、このB欄に記載してください。

④ ⑤ ③と④の通算勤続期間 自 年 月 日 年

至 年 月 日

うち　特定役員等勤続期間 有 自 年 月 日 年

無 至 年 月 日
うち　特定役員等勤続期間 年 うち　一般勤続期間との 有 自 年 月 日 年

有 重複勤続期間 無 至 年 月 日

うち　短期勤続期間との 有 自 年 月 日 年

無 重複勤続期間 無 至 年 月 日

うち　全重複勤続期間 有 自 年 月 日 年

うち　短期勤続期間 年 無 至 年 月 日

有 うち　短期勤続期間 有 自 年 月 日 年

無 至 年 月 日

無 うち　一般勤続期間との 有 自 年 月 日 年

重複勤続期間 無 至 年 月 日

　あなたが前年以前4年内（その年に確定拠出年金法に基づく老齢給付金として支給される一時金の支払を受ける場合には、19年内）に退職手当等の

　支払を受けたことがある場合には、このC欄に記載してください。

⑦ ③又は⑤の勤続期間のうち、 自 年 月 日 年

⑥の勤続期間と重複している期間 至 年 月 日

㋑ 有 自 年 月 日 年

無 至 年 月 日

㋺ 有 自 年 月 日 年

無 至 年 月 日

A又はBの退職手当等について勤続期間のうちに、前に支払を受けた退職手当等についての勤続期間の全部又は一部が通算されている場合には、  

その通算された勤続期間等について、このD欄に記載してください。

⑧ 年 ⑩ 年

うち　特定役員等勤続期間 有 年

無 ㋩ 有 自 年 月 日

うち　短期勤続期間 有 年 無 至 年 月 日

無 ㋥ 有 自 年 月 日 年

⑨ 年 無 至 年 月 日

⑪ ⑦と⑩の通算期間 自 年 月 日 年

至 年 月 日

うち　特定役員等勤続期間 有 年 ㋭ 有 自 年 月 日 年

無 無 至 年 月 日

うち　短期勤続期間 有 年 ㋬ 有 自 年 月 日 年

無 無 至 年 月 日

B又はCの退職手当等がある場合には、このE欄にも記載してください。

一般

障害

一般

障害

一般

障害

一般

障害

03.12　改正

退職の区分 支払者の所在地（住所）・名称（氏名）

東京都豊島区東池袋1-24-1

独立行政法人　勤労者退職金共済機構
清酒製造業共済事業本部

あ
な
た
の

現住所

氏名

個人番号

その年1月1日
現在の住所9 0 3

年 月 日

都道府県民
税（円）

市町村民税
（円）

収入金額
（円）

源泉徴収
税額
（円）

支払を受けた年月日

年　　　　月　　　　日

年　　　　月　　　　日

特別徴収税額

年　　　　月　　　　日

年　　　　月　　　　日

退
職
手
当
支
払
者
の 法人番号

（個人番号）

名　　　称
（　氏　名　）

所　在　地
(住　所)

8055

0 1 3

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

7 3 0 5 0 0 1

A

B

C

⑥前年以前4年内（その年に確定拠
出年金法に基づく老齢給付金として
支給される一時金の支払を受ける
場合には、19年内）の退職手当等に
ついての勤続期間

本年中に支払を受けた
他の退職手当等について
の勤続期間

②退職の区分等

E
B

年　　　　月　　　　日

年　　　　月　　　　日

一般

特定
役員

短期

C

年　　　　月　　　　日

年　　　　月　　　　日

区分
退職手当等の支払を

受けることとなった年月日

年

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

③又は⑤の勤続期間のうち、⑧又は
⑨の勤続期間だけからなる部分の期間

D

うち 特定役員等勤続期間

うち 短期勤続期間

うち　特定役員等勤続期間との
重複勤続期間

うち　短期勤続期間との
重複勤続期間

うち ㋑と㋩の通算期間

うち ㋺と㋥の通算期間

Aの退職手当等についての勤続
期間(③)に通算された前の退職
手当等についての勤続期間

自 年 月 日
至 年 月 日

Bの退職手当等についての
勤続期間(④)に通算された
前の退職手当等についての
勤続期間

自 年 月 日

至 年 月 日
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